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処遇改善は全部で３つ

平成27年より

処遇改善 Ⅰ

平成29年より

処遇改善Ⅱ

令和3年岸田内閣発足時より

処遇改善



処遇改善Ⅰ（平成27年より）

◎ 処遇委改善Ⅰの概要

【職員の平均経験年数の上昇に応じた昇給に要する費用】

（基礎分）賃金に２～１２％上乗せされるもの

【職員の賃金の改善に要する費用】

（賃金改善要件分）

【キャリアパス要件分】

キャリアパスを満たすことで加算

1日6時間以上かつ月20日以上就労する

パートやアルバイトなどの非正規職員も対象



〇 教育・保育の提供に携わる人材の確保及び資質の向上を図り、質の高い教育・保育を安定的に供給していくために、「長く働くこと
ができる」職場を構築する必要がある。その構築のため、職員の平均経験年数や、賃金改善・キャリアアップの取組に応じた人件費の
加算を行うもの。

➀ 基本分は、職員１人当たり平均経験年数に応じて加算率を設定（２～１２％）。

➁ 賃金改善要件分は、賃金改善計画・実績報告を要件とした上で、賃金改善（基準年度※からの改善）に確実に
充てることが要件（６％～７％）。
※ 加算当年度の前年度（加算当年度の３年前の年度を選択することも可能）

➂ キャリアパス要件分は、役職や職務内容等に応じた賃金体系の設定、資質向上のための計画を策定し、当該計
画に係る研修の実施又は研修機会の確保等が要件（満たさない場合は２％減）。
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＜➁の要件＞

　基準年度の賃金水準＊からの改善
　＊国家公務員給与改定に伴う人件費の改定率を反映

2%

➀ 基 礎 分
※経験年数が上昇するとともに増加する加算額について

は、昇給等に充当することが必要

➁賃金改善要件分※

11年未満 一律６％

11年以上 一律７％

➂キャリアパス要件分

（満たしていない場合➁から▲２％減）

処遇改善等加算Ⅰのイメージ
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処遇改善Ⅱ（平成29年より）

【概要】

キャリアパスの仕組みを構築し、保育士等の処遇改善に取り組
む施設・事業所に対し、キャリアアップによる処遇改善に要する
費用に係る公定価格上の加算
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処遇改善Ⅱ

【要件】

賃金改善計画の策定及び実績報告

【処遇改善の対象者】

管理職以外（園長・主任以外）の一定の実務経験を持つ職員
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①「若手リーダー」「職務分野別リーダー」

• 概ね3年以上の経験を持ち、15時間以上の研修を履修した教
諭・保育教諭等

月額5千円相当上乗せ
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②「中核リーダー」「副主任保育士」 
 

概ね 7 年以上の経験を持つ若手リーダーが、60 時間（マネジ

メント研修 15時間を含む）を履修した保育教諭等 

 

※「中核リーダー」と「副主任保育士」はともに 

月額最大 4万円相当処遇改善（上乗せ） 

  



③「専門リーダー」

• 経験年数概ね7年以上

• 「若手リーダー」あるいは「職務分担リーダー」を経験

• 60時間の研修を修了

月額最大4万円相当処遇改善（上乗せ）
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来年度処遇改善Ⅱの補助金を受けるには

来年令和5年3月迄に、15時間以上の研修を受けておく事が必要

その証拠（※）を基礎自治体に提出する（書式等は自治体より）

（※）

全日私幼加盟園は研修ハンドブックと幼稚園ナビの研修履歴を
提出することになる
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「中核リーダー」「副主任保育士」の
先生方は

毎年15時間づつ研修を積み重ね令和7年迄に60時間＋マネジメント研修を修了する必要
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未だに15時間の研修を未修の先生方へ

• 全日本私立幼稚園幼児教育研究機構提供の研修で、不足分
を機構のオンデマンド研修を活用下さい（クレジット払い）

【10月28日～ 幼稚園ナビでの受講申請】

• オンデマンド10コンテンツ（個別受講可能、合計15時間程度）の
配信。

• 各コンテンツ受講確認設問要回答（3択5問、追試上限3回）

※受講確認設問は試験ではなく、「視聴しているか？」の確認で
すので、ご視聴いただければたやすく回答できます。
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令和2年より処遇改善等加算Ⅱの運用の改善

• この加算分の配分方法は施設の判断に任されており、園側が
自由に決定できる

• 月額40,000円を支給する職員を1人以上確保した場合、1人当
たりの配分額を月額5,000円以上40,000円未満に収めれば、副

主任保育士や専門リーダーの加算分をほかの職員に分けるこ
とも可能
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令和 3年度末からの追加処遇改善 
 

 

令和 4年 2月～ 9月：保育士等処遇改善臨時特例交付金 

 

令和 4年 10月～  ：施設給付費に含まれる処遇改善加算Ⅲ 

               （内閣府 HPに資料詳細無し） 

  



保育士等処遇改善臨時特例交付金について 

内訳 国家公務員給与改定対

応部分 

賃金改善部分 

対応賃金種 人勧引き下げによる賃金

引下げの内、ベースアッ

プに対応する部分 

人勧引き下げによる賃

金引下げの内、賃金改

善に対応する部分 

対象職員 施設給付費に含まれる

教職員 

※役員兼務施設長を含む 

施設給付費に含まれる

教職員 

※役員兼務施設長は含まない 

 

  




